
                             令和８年８月 

会 員 各 位 

                   一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会 

 

「第一種保安物件に対するバルク供給」及び「特定供給設備」の 

設置件数の調査について（お願い） 

 このたび発生いたしました「令和８年 熊本地震」を受け、経済産業省ガス

安全室より、販売事業者に対して、都道府県ごとの「第一種保安物件に供給し

ているバルクの施設数」および「特定供給設備の施設数」について調査要請が

ございました。 

 急なご案内で誠に恐縮に存じますが、ご協力をお願い申し上げます。 

 

記 

 

 ①「第一種保安物件」に供給している、バルクの設置件数 

   ※ 一の施設に２基以上ある場合は１件として集計してください。 

   ※ 対象の施設が無い場合でも、０件でご報告をお願いいたします。 

 

 ② 上記①のうち、特定供給設備の件数 

   ※ 工場などの高圧ガス保安法の規制の施設を除きます。 

   ※ シリンダー供給の特定供給設備先は調査対象外としてください。 

 

 

 提出書類 ： 別添１（データ入力用）、もしくは、別添２（手書き用）の 

       いずれかをご提出ください。 

 

 提出期限 ： 可能な限り、８月１９日（水）までにご提出ください。 

       ・期限を過ぎてしまった場合でもご報告をお願いいたします。 

 

 提 出 先 ： 一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会 三村 宛 

        ＦＡＸ ： ０４８－８２３－２０２１ 

        e-mail ： saitamalpg-g@grace.ocn.ne.jp 
                    （ｴﾙ） 
           ・メール件名は「第一種保安物件等調査」とご記入ください。 

 

※ 詳細及び別添等は、埼玉県ＬＰガス協会ホームページをご参照 

  ください。https://saitamalpg.or.jp/pages/7/#block654-273 

 

https://saitamalpg.or.jp/pages/7/#block654-273


コード番号 ※ 対象の施設が無い場合でも、０件でご提出ください。　　コード番号：支部 販売店 

事業所名

電話番号

記入年月日

問１ ： 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則第１条第２項第６号イ～チに規定する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第一種保安物件に対して「バルク供給」を行っている件数 　　問２ ： 問１のうち、特定供給設備の設置件数

区分 第一種保安物件の例示 「バルク供給」 問１ 単位 問２ 単位 備考

イ
小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、高等専門学校、特別支援
学校又は幼稚園

件 件

ロ 病院（20人以上の患者を入院させるための施設を有するもの） 件 件

ハ 劇場、映画館、演芸場、公会堂その他これらに類する施設（収容定員300人以上） 件 件

ニ

児童福祉施設、身体障害者社会参加支援施設、保護施設、老人福祉施設、有料老人
ホーム、母子・父子福祉施設、障害者職業能力開発校、特定民間施設、障害福祉サービ
ス事業を行う施設、障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム等（いずれも
収容定員20人以上）

件 件

ホ
重要文化財、重要有形民俗文化財、史跡名勝天然記念物、重要な文化財又は重要美
術品として指定または認定された建築物

件 件

ヘ 博物館及び博物館に相当する施設として指定された施設 件 件

ト 1日に平均2万人以上の者が乗降する駅 件 件

チ （以下の細区分による）

　　チ-1 ショッピングモール 件 件

　　チ-2 百貨店、マーケット、ホームセンター 件 件

　　チ-3 ホテル、旅館その他の宿泊施設 件 件

　　チ-4 公衆浴場その他の不特定かつ多数の者を収容する建築物 件 件

件 件

合計 ※ 対象の施設が無い場合でも、０件でご提出ください。 件 件

根拠：液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則 第1条第2項第6号

ご提出 ： 可能な限り、令和８年８月１９日（水）までに、埼玉県ＬＰガス協会へご提出をお願いいたします。　　FAX ： ０４８－８２３－２０２１

　　　　　　提出期限を過ぎてしまった場合でもご提出をお願いいたします。　　e-mail ： saitamalpg-g@grace.ocn.ne.jp （件名は「第一種保安物件等調査」とご記入ください。）

注４：備考欄には特記すべき事項があれば記入してください。

注２：チ-1～チ-4は集計上の便宜のための細区分であり、法令上は一つの「チ」です。いずれも、用途部分の床面積合計が1,000㎡以上のものに限ります。
注３：複合用途の建築物は、主たる用途その他あらかじめ定めた基準により、チ-1～チ-4のいずれか一つに分類し、重複計上しないでください。

全国の第一種保安物件に対してLPガス「バルク供給」を行っている件数調査
【 別添 ２ 】

チの小計

注１：上記は一部の例示であり、詳細については液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則 第1条第2項第6号を確認してください。


